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開催趣旨 

 水産資源の適切な管理を困難にしている要因として、生物学的な知見が不十分でかつ利

用可能なデータも大きな誤差を含むという「不確実性」の問題が挙げられる。近年、シミ

ュレーションによって資源評価や資源管理の「実験」を行い、適切な方法をさぐる試みが

行われるようになった。シミュレーションでは真の資源状態が分かるため、資源評価・管

理の失敗・成功を判断することができ、さらに現実の不確実性に対応するような幅広い状

況下でのシミュレーションを考えることにより、不確実性に対し頑健な管理を開発するこ

とが可能である。 

しかし、物理・工学系のシミュレーションのように基礎となる方程式が得られているわ

けではないため、その実施に当たっては独自の方法論が必要である。シミュレーションの

具体的方法や結果の比較方法、最適な管理手法の選択方法はまだ確立しておらず、各研究

者が試行錯誤的に行っているのが現状である。 

本研究集会では、シミュレーションを用いた資源管理手法の開発を行っている研究者が

一堂に会し、鯨類やまぐろ類における先行事例をレビューするとともに我が国における TAC

対象種を中心としたシミュレーション研究の現状を概観し、さらに方法論の確立に向けて

の議論を行うことを目的とする。 
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オペレーティングモデルを用いた管理方式開発の現状 

平松一彦（東大海洋研） 
１．はじめに 

水産資源の適切な評価や管理は依然として困難なままである。例えば、水産総合研究セ

ンターが実施している TAC（漁獲可能量）制度対象魚種の資源評価においては、資源量推

定値が過小評価でその後の漁獲量を説明できなかったり、回復を目指して管理を行ってい

るにもかかわらず低水準にある資源がさらに減少を続けるといったことが生じている。水

産資源の管理を難しくしている原因として、資源の状態や動態に関する知見が乏しい「不

確実性」の問題と、他の科学のように「実験」によってモデルや仮定の妥当性を検討でき

ない「検証不能性」の問題が挙げられる。不確実性を無くしモデル等の検証を行っていく

作業は重要であるが、近い将来これらの問題がすべて解決される見込みは無い。誤差の多

いデータと、信頼性の乏しいパラメータ値やモデルを用いて資源評価や管理を行なわざる

を得ないことを前提に、資源管理の方法を考える必要があろう。 
近年、実際に実験を行う代わりにコンピュータ上に対象とする資源の動態を記述するオ

ペレーティングモデル(Operating Model;OM）を作り、そこで資源評価や資源管理の「実

験」を行い適切な方法をさぐる試みが注目されるようになった（平松,2004a）。シミュレー

ションでは真の資源状態が分かるため、資源評価・管理の失敗・成功を判断することがで

きる。さらに OM として現実の不確実性に対応するような幅広い状況を考え、それらの下

でシミュレーションを行うことにより、どのような状況下でも失敗の少ない管理方法を探

索し、不確実性に対し頑健な管理方法を開発することが可能である。例えば寿命が 5 歳か

10 歳か不明であるといった場合、5 歳と 10 歳の 2 種類の OM を考え、どちらであっても

大きく失敗しないような管理方法を見出す。 
OM の概念が最初に用いられたのは、国際捕鯨委員会（IWC）におけるヒゲクジラ類に

対する改定管理方式 (Revised Management Procedure;RMP)の開発である。従来型の資源

評価・管理の方法が様々な不確実性の下では使えないことが明らかになった段階で、不確

実性に対し頑健な管理方法の開発が始まった。最終的には徹底的なシミュレーションによ

って通常想定されるような不確実性の下では資源を絶滅に導かないような安全な管理方法

が合意された。完成された RMP は順応的管理やフィードバック管理の代表例としてみなさ

れることがある。しかし、RMP における許容捕獲頭数の計算方法自体は一見しただけでは

とても優れたものには見えない。唯一の調査データである目視調査の資源量推定値をあま

り信用せず捕獲頭数をかなり低めに出すという、正直な所どこが順応的でフィードバック

なのかよくわからない管理方法である。RMP の本質は不確実性を考慮した徹底的なシミュ

レーションを行ったことにあると考えている。 
OM を用いたシミュレーションは、その後広く水産資源の管理においても注目されるよう

になった。しかし、鯨類では利用より保全が重視されており管理目的が異なること、主要

な不確実性が鯨類では系群の存在の有無であるが魚類では再生産の不確実性であるといっ

たように、鯨類の方法をそのまま適用することは出来ない。OM を用いた資源管理手法の検
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討はまだ方法論として確立されたものではない。本発表では発展途上にある OM を用いた

資源管理方式開発の状況について概観する。 
 
２．オペレーティングモデルと管理方式の開発 

 計算機上になるべく現実の資源動態に近いモデル（OM）を作る。このモデルから漁獲量

や資源動向に関するデータを得、検討したい管理方法に従い TAC を決定する。そしてこの

TAC に基づき仮想的な漁獲を行う。これを繰り返し、漁獲量や資源状況についてモニター

し、妥当な管理となっているか検討する（図１）。OM として、現実の資源や漁業の実態に

合致し、かつ不確実性をカバーするような種々の条件設定のものを用いることにより、不

確実性に対し頑健で適切な管理方法を見出すことができる。 
資源管理においては何が妥当かは必ずしも明確ではないため、管理結果の評価には以下

のような方法がとられる。まず、適切な管理の目標が決定される。これは通常、1)漁獲量が

多いこと、2)漁獲量の年変動が少ないこと、3)資源が安全な状態にあること、の 3 種類が選

ばれることが多い。そして、これらの目標に対応する指標として例えば、1)管理開始後の平

均漁獲量、2)管理開始後の漁獲量の変動割合、3)管理開始後の最低資源量等が選ばれる。シ

ミュレーションで得られるこれらの指標を見ることにより、管理方式を評価・比較する。

想定しうる資源動態のシナリオの範囲で、なるべく沢山安定して漁獲でき、資源水準が悪

くならないような資源評価・管理方法を、シミュレーションによって見出すわけである。 
 このような過程を経て得られたのが管理方式（Management Procedure; MP)である。み

なみまぐろ保存委員会（CCSBT）の定義によれば、MP とは「新しいデータが得られた時

に TAC をどう変更するか事前に合意された一連のルール。①インプットデータ、②データ

を処理するアルゴリズムまたはモデル、③アルゴリズムのアウトプットを TAC に変換する

ルール、の 3 種類からなる。」である。一方、Butterworth and Punt(1999)は MP の説明と

して「事前に決められたデータを使って管理方法を勧告する一連のルール。シミュレーシ

ョンによってそのルールの挙動は評価されている。管理方式は完全に実行可能でそのため

に入力データは実際に収集できる情報でないといけない。」としている。「挙動がシミュレ

ーションで評価され、事前に合意された実行可能な管理の方法」が MP の本質であろう。 
 

    OM 

資源動態を 

計算機で代用 

 

データ  
MP 候補 

 

資源評価 

 

 

TAC 算定 

 
 
 
 
 

漁獲  
 
図１．OM を用いたシミュレーションの概念図 
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OM を用いた MP の開発は以下のようなステップを経る。 
1)管理目標と指標の決定 
2)OM の構造の決定と条件設定（Conditioning） 
3)シミュレーションの仕様の決定。 
4)MP 候補のテスト用 OM の作成。 
5)テスト用 OM による MP 候補のシミュレーション 
6)上記の繰り返し 
7)指標を検討し最適な管理方法に合意 
これら一連のプロセスは MSE(Management Strategy Evaluation)と称されることも多い。 
 
３．諸外国の状況 

IWC では完成はしたものの結局現在に至るまで使われていない RMP であるが、その後

この考え方が鯨類以外にも適用されるようになった。特に、南アフリカと豪州では精力的

に研究が行われ、既に実際の資源管理に適用されているものもある。国際漁業機関におい

てはまず CCSBT で MP の開発が行われた。その後、ICES でも資源評価手法作業部会でシ

ミュレーションをベースとした管理方法の評価の勧告が出され（ICES,2004）、シミュレー

ションの方法、ソフトの開発など活発な動きが見られる(ICES,2006)。 
諸外国の状況を知る上では 1998 年と 2006 年に開催された資源管理に関するシンポジウ

ムの論文を掲載した 2 冊の ICES ジャーナルの特集号（発行はそれぞれ 1999 年と 2007 年）

が参考になる。1999 年版では、IWC での経験に基づいた MP 開発の紹介や留意点

(Butterworth and Punt, 1999)、南アフリカ(Geromont, 1999)や豪州(Punt and Smith, 
1999)での適用例等が示されている。 

2007 年版にはその後の進展、例えば南アフリカでの経験に基づいた OM 作成やシミュレ

ーション実施上の注意点(Rebecca et al.,2007)、MP の利点と欠点(Butterworth, 2007)など

が示されている。後者は体験に基づいた MP の利点として、事前に必要な手続きが合意さ

れているので時間の節約になること、毎年更新される資源評価の実態にあったリスク評価

が可能であること、TAC の年変動を制限した場合の影響が評価可能であること、頑健性の

テストが可能であること、安易に現状維持とはしない TAC 算定が可能であることなどを挙

げている。 
EU では FLR(Fisheries Library in R)という R による MP 開発のためのシミュレーショ

ン用のソフトパッケージを作成するプロジェクトも開始されている(Kell et al.,2007)。これ

は EU のプロジェクトであるが、北米からもこういったプロジェクトの重要性が指摘され

ている（Schnute et al.,2007）。 
 
４．我が国の現状 

我が国において IWC 以外で OM あるいは MP の概念に対峙することになったのは、おそ

らく CCSBT の関係者であろう（平松 2004a, 黒田 2007）。資源評価結果をめぐって鋭い対
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立の続いていた CCSBT では、OM を用いた MP の開発が 2002 年から実施されることにな

った。外部科学者の協力の下、幾多の対立や問題点を乗り越え、2005 年に MP が合意され

たが、残念ながら（IWC とはまた異なった）大変不幸な出来事により適用が見送られてし

まった。しかし、ここで使われた概念やノウハウは、今後の資源管理を考えていく上で重

要なものを含んでいる。 
筆者は CCSBT による MP の開発と平行して、我が国 TAC 管理においても OM による検

討の重要性を指摘してきた（平松 2004b）。その後、マサバ太平洋系群（渡邊 2007）、スル

メイカ秋季発生系群（櫻田 2007）において検討が行われているが、まだ TAC の決定に直

接影響するような段階には至っていない。また IWC 対象外の小型鯨類の管理においてやは

り OM を用いた管理の検討が行われている（岡村 2007）。 
 
５．議論 

前述のように OM を用いた資源管理手法の検討はまだ方法論として確立されたものでは

ない。例えばシミュレーションで検討すべき不確実性の範囲の決定方法、不確実性をパラ

メータ等の確率分布としてシミュレーションに取り込む技術的方法、管理目的の達成評価

の適切な指標の選択方法、多数のシミュレーション結果の比較方法等はまだ未確立である

（平松,2004a）。 
またシミュレーションを行い、最適な管理方式を探求する際には、漁業者や行政官の理

解と協力が不可欠である。完成した MP は漁業者や行政官も合意したものである必要があ

る。しかし、これまでの経験によれば何のためにシミュレーションを行っているのかを理

解してもらうのはかなり難しい。シミュレーション結果を見せても、単なる机上の空論と

して無視されたり、あるいは逆に正確な将来予測が可能になったと誤解されたりといった

極端な反応が多い。概念の平易な説明は難しいが必須である。 
一方、研究者に対しても混乱を引き起こすことがある。OM の構造が資源評価モデルと類

似のことが多いため、OM と資源管理に使われる資源評価モデルが混同されやすい。また、

OM によるシミュレーションと通常の将来予測との差も認識しておく必要がある。普通行わ

れている将来予測では、例えば推定された再生産関係から得られる Fmsy の値と正確な資

源量を用いて漁獲量を算出し、その再生産関係の仮定の下で資源のその後の挙動を見てい

ることが多い。しかし、これでは正しい再生産関係と資源量を知って管理を行っているこ

とになり、現実の資源管理のプロセスに対応していない。実際には、観測誤差があるデー

タを用い、時間遅れのある中で、誤っているかもしれないモデルを用いて毎年資源評価を

行いTACを計算している。この状況を反映したのがOMを用いたシミュレーションであり、

その目的は将来予測ではなく、管理方法の挙動のテストである（ただし条件次第では転用

可能ではある）。 
今後、TAC 対象種等への適用を行う中で、海外での適用事例の検討も含めた方法論の整

備と、専門家・非専門家への分かりやすい説明が必要である。適用に当たっては最初から

全ての不確実性を全て取り込もうとするとモデル作成やシミュレーションが大変で頓挫す
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る可能性が高い。全く不確実性の考慮がされていない状態から、少しでも現実の状態に近

づけていくといったアプローチの方が現実的であろう。 
OM の適用によって不確実性の範囲を狭めるような研究が不要になったわけではない。不

確実性が高ければどうしても安全サイドに寄った管理方法となり低めの TAC とならざるを

得ない。研究の進展により不確実性が減れば TAC の増加が期待できることになる。 
 
６．おわりに 

 物理学や化学、あるいは生物系でも分子生物学などは目のくらむような進歩を遂げてい

る。これに比べて、水産資源の評価や管理に関する研究は遅々として進まない。いったい

どこが異なるのか。前者は実験を行うことによって、白黒をつけることが出来るが、後者

は実験が不可能で、信頼性のはっきりしないモデルや仮定のもとに学問を組み立てざるを

得ない。 
OM は仮想的ではあるが資源管理に関する実験を可能とした。実際に管理を行う前に、

OM 上で十分検討を行いその挙動を知ることができる。さらに OM としてさまざまなシナ

リオを考えることにより、不確実性に対する頑健性をチェックしておくことができる。そ

してリスクとベネフィットを把握した上で、関係者間で適切な管理方法を事前に合意（勝

川 2007）することを可能とする。OM は不確実性の下での資源管理を考える上で強力なツ

ールとなるであろう。 
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ミナミマグロの管理方式の開発 

黒田啓行（水産総合研究センター・遠洋水産研究所） 
１．はじめに 

マグロに代表される高度回遊性魚類の資源管理はなかなか難しい。そもそもどこにどれ

だけの魚がいて、どこを回遊しているのかよくわからない。再生産（親子）関係や自然死

亡など、資源評価をする上で重要な生物的特性を把握するのも難しい。寿命、成熟年齢、

成長式など基本的な生活史すらはっきりしない種もある。しかも遠洋で科学調査を行うに

は膨大な資金が必要だ。そのため漁業データに頼らざるを得ないが、漁獲量すら正確に把

握できていない種もある。CPUE は資源量指数としてよく用いられるが、漁場が急激に拡

大または縮小した場合、全資源量との関係は曖昧になる。もちろん将来の自然環境や経済

状況にも突然の変化が考えられる。養殖マグロが一大ブームとなったのはここ 10 年来の出

来事であり、近年の燃油高騰はすでに大きな影響を与えている。つまり、「不確実性」は生

物学的にも社会経済学的にも、また過去、現在、未来、あらゆるところに存在する。その

中で、漁業を生かしつつ資源を再建し、持続可能な利用を目指しているのがマグロ管理の

現状である。 
ミナミマグロ（Thunnus macoyii）は南半球インド洋周辺に生息する高級魚である。1950

年代初頭に漁業が始まり、最盛期には年 8 万トン以上の漁獲があったが、資源の減少と漁

獲規制の導入により、2007 年の公式漁獲量は約 12000 トンとなっている。日本、台湾、韓

国、ニュージーランドなどによる延縄漁業と、畜養を目的としたオーストラリアによる巻

網漁業が現在の主流である。管理はみなみまぐろ保存委員会（CCSBT）によって行われ、

TAC（許容漁獲量）決定など全ての意志決定は「全会一致」が原則である。 
先述の様々な不確実性は資源状態に対する各国の見解に乖離をもたらし、長年 TAC に合

意できない状況が続いていた。そして CPUE 解釈の相違に端を発した調査漁獲の実施を巡

って、日本とオセアニア 2 カ国が国際海洋法裁判所で争うまでになった。しかし 2000 年に

出された判決は CCSBT の正常化を促す内容であり、それを受ける形で、管理方式

（Management Procedure）に基づく新たな管理体制を構築するためのプロジェクトが

2002 年に開始された。本委員会から依頼を受け、MP の開発を担ったのは科学委員会であ

る。その特色として、加盟国（現在 5 カ国）間の合意形成を促すため、外部科学者からな

る諮問パネル（最大 4 名）が置かれている点が挙げられる。 
 

２．CCSBT における OM と MP の開発プロセス 

MP の開発プロセスは IWC（国際捕鯨委員会）のものを基本的に踏襲している。つまり、

①資源の動態を仮想的に実現したオペレーティングモデル（OM）を構築する、②TAC を

算出するための MP を開発し、OM 上でテストする、③MP の性能を評価し、最良のものを

選択する、という手順を踏む。OM は科学委員会が共同で作成し、MP は各加盟国の科学者

がそれぞれ独自に開発した上でその性能を競い合った。 
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２-１．OM の構築 

ミナミマグロの動態をできる限り模倣するよう、記述力の高い OM が作られた。そのた

め、OM の開発プロセスは資源評価と似たものとなり、過去の動態をうまく説明できるモデ

ルを OM の原型として用いた。モデルの基本的構造は Butterworth ら（2003）が開発した

ベイズ型の齢構成モデル（俗に「統合モデル」とも呼ばれる）を踏襲している。このモデ

ルでは再生産関係のプロセス誤差と CPUE の観測誤差を考慮し、複数の観測データを同時

にうまく説明するようにパラメータを推定する。事前確率（制約条件）と尤度から事後確

率を求めることで、パラメータをベイズ推定するが、パラメータの数が多いため、統計的

な扱いは結構難しい。用いた観測データは、漁業別の漁獲量、日本延縄の CPUE 、各漁業

の年齢・体長組成、標識再補データなどである。これらのデータから、加入量、初期資源

量、漁獲率、年齢別選択率などを推定する。 
このモデルにおいて、再生産関係や自然死亡率などは資源の生産力とその不確実性を評

価する上で重要なパラメータであるが、データから直接推定することは難しい。そこでい

くつかのシナリオ（あり得るパラメータ値や仮説）を選び、各シナリオにおける推定結果

を専門家の知見に基づき重み付けをした上で、一つに統合した。やり方は少々トリッキー

な面もあるが、ベイズ統計の考え方に基づいている。最終的には 7 つの要因（再生産関係、

自然死亡率、CPUE と資源量の関係、CPUE の標準化手法など）について計 720 通りのシ

ナリオを計算し、各シナリオの重みに従って 2000 のシナリオを抽出した。これにより過去

と現在の資源状態に対する不確実性を評価することができる。また将来予測に関しては、

加入量の変動を考慮した。このシナリオの集合体をベースケースシナリオと呼び、このも

とで MP の基本性能を評価した。また MP の頑健性をさらにチェックするため、ベースケ

ースシナリオの他に追加的なシナリオも設定された（ロバストネステスト）。将来の加入が

極端に少ない場合など、途中で破棄されたものも含めれば 20 近いシナリオが試された。 
 

２-２．MP の作成 
CCSBT の定義によれば、MP とは「利用可能なデータから TAC を決めるための“事前

に定められた”ルール」のことである。もちろん様々な不確実性に対して頑健なものが望

ましい。MP が TAC を算出する際に利用可能なデータとして、①前年の漁獲量、②延縄

CPUE、③延縄漁獲物の年齢構成、を設定した。実際に将来にわたって利用可能なものを選

ぶ必要がある。また将来予測は 2004 年から 2032 年まで行ったが、この期間は管理目標や

魚の寿命、予測の精度などの兼ね合いで決められた。日本、オーストラリアを中心に 2 年

間で 30 以上の MP が提案されたが、それらは大きく 2 つのタイプに分けられる。一つは

CPUE などの漁業情報を直接使用する経験的な（empirical）方法で、もう一つは比較的簡

単な資源評価の結果から TAC を算出する方法である。発表者らは CPUE の過去 10 年間の

トレンドと加入量の指標（年齢構成から計算）から TAC を直接計算する MP を開発した

（HK5）。この MP を使えば、漁獲の短期的な変動を押さえつつ長期的な資源の回復を図り、

かつ加入が激減したときには速やかに TAC を削減できることが確認された。一方後者の
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MP の代表として、Cape Town 大学のグループが開発した D&M が挙げられる。これはプ

ロダクションモデルによって、現在の資源量と BMSYを推定し、その差を埋めるように TAC
を調整していく方法である。最終的には加入の情報も使うなどの修正がなされたが、この

MP を用いても、資源を回復させることができる。 
 

２-３．MP の比較 
では複数の MP の性能を比較するにはどうしたらいいのだろうか。CCSBT では「①漁獲

量が多く、②漁獲量の変動が小さく、③資源が安全なレベルにあること」が理想の管理と

され、それぞれの観点に対応するパフォーマンス指標が考え出された。一例を挙げると、

①期間中の平均漁獲量、②漁獲量の平均年変動率、③資源量の下方 10%点などであるが、

最終的には 20 以上の指標が使われた。比較の過程で、漁獲量の最大化と資源の安全性の間

には明確なトレードオフの関係があることが明らかになり、MP 間の比較は困難を極めた。

このトレードオフはある意味自明なことだが、どこにバランスを置くかについては関係者

間での事前の合意が不可欠である。そうでなければ、MP ばかりか、資源管理そのものの評

価が曖昧になってしまう。解決策の一つとして、トレードオフの一方である資源量の回復

度合いを固定した上で MP の比較が行われた。そこで、2022 年の資源量が 2004 年レベル

の 1.1 倍（中間値）になるように、各 MP のパラメータを調整（チューニング）した上で、

複数の MP を比較することになった。これは科学委員会が MP 比較のためだけに便宜的に

設定した目標である。ちなみに CCSBT には「2020 年までに親魚資源量を 1980 年レベル

に回復させる」という管理目標があったが、見直しが進められている。比較の結果、資源

量の平均的な変化パターンや漁獲量の年平均にほとんど差は見られなかった。しかし、漁

獲量の変動パターンと資源の安全性については違いがあった。すなわち、早い時期に漁獲

量を大幅に下げる MP では、短期的な漁業の変動性は大きくなるが、資源の安全性は高ま

る。2004 年 3 月、このトレードオフを広くカバーする 4 つの MP（HK5、D&M を含む）

が候補として選ばれた。 
 

２-４．最終案の選択とその後 
最終案採択へ向けて OM の修正、更新などが行われたが、その間に 2000 年以降の加入が

激減していることが明らかになった。当初の予定では MP の完成を待って、TAC の変更は

行われる予定であったが、TAC を早急に削減した後、MP を導入する必要があると科学委

員会は判断した。そのため、TAC の緊急的削減と相性がいい MP が選ばれることになり、

2005 年 9 月、プロダクションモデルをベースとした D&M が最終案として選ばれた。最終

案は諮問パネルが選ぶ形となったが、科学委員会全会一致の結論である。さらに、新たな

管理目標の提案、想定外の出来事への対応を明確にした「メタルール」の最終化など、MP
実施に向けての準備は整った。 
ところが、時を同じくして、日本、オーストラリアの過剰漁獲疑惑が発覚する。ロバス

トネステストの一つとして、本当の漁獲量が報告量より 15％多い場合を想定していたが、
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独立パネルの調査により、それ以上の過剰漁獲の可能性が指摘された。過剰漁獲は漁獲量

だけでなく、CPUE にも大きな影響を与えるため、OM とそれをもとに開発された MP の

信頼性に疑問が呈された。さらに、2007 年より日本の漁獲量が半減され、同時に IQ 制へ

と移行したため、CPUE 特性が変化する可能性もある。そのため、2007 年 9 月、科学委員

会は OM をもう一度作り直すことを決め、MP の開発は振り出しに戻ってしまった。今後

は日本延縄 CPUE だけに依存するのでなく、他の資源量指数も使用することで、より頑健

な資源評価を目指す予定である。 
 

３．まとめ 

CCSBT における MP 開発プロジェクトに関わった一人として、OM を用いた MP 開発の

利点、課題などをまとめておきたい。MP を開発する利点の一つに、不確実性に対して頑健

に TAC を設定できることが挙げられる。ロバストネステストも含め数多くのシナリオのも

とで MP の挙動が調べられたが、提案された多くの MP は思った以上に不確実性に対して

頑健だった印象がある。検討された不確実性が限られていたせいかもしれないが、ミナミ

マグロの場合、それなりの MP を設定しておけば不確実性に対してそれほど神経質になる

必要はないのかもしれない。しかし過剰漁獲が MP の開発プロセスをご破算にしてしまっ

たことを考えると、安易な一般化は慎むべきであろうか。管理方式の頑健性は魚の生活史

特性とも関係しているはずである。この問題も OM を使って検証できるテーマであろう。 
もう一つの利点として、TAC 決定の透明化、迅速化が挙げられる。原理的には、決めら

れたデータさえが手に入れば、TAC は自動的に計算されるので、毎年激論を交わす必要は

なく、迅速な意志決定が可能になる。意志決定のはやさがキーとなる局面は多い。 
また管理全体に目を向ければ、MP を開発、実施することは管理システム全体の整備にも

つながる。CCSBT ではこのプロジェクトを契機にデータ収集から資源評価、TAC 決定、

管理実行に至るまでのプロセスが明文化された。実行可能な管理システムを作りあげるに

は、科学者、行政官、漁業者、環境団体など関係者間の意思疎通と価値観の共有が不可欠

である。そのために関係者間の意見交換が何度も行われたが、その苦労を惜しむべきでは

ない。 
さらに OM の共同開発は CCSBT における科学議論の正常化へとつながった面もある。

これまでは各国が独自に資源評価を行い、自国に都合のよい結果をもとに論争を繰り広げ

てきた。OM の共同開発は「結果」ではなく、結果への「過程」に関する議論を促すことに

なり、ミナミマグロの生物学的、資源学的理解は進んだ。このような副次的な好影響も多

いのではないだろうか。 
一方、今後への課題も明らかになった。一番の問題は満足な OM を作るのはなかなか難

しいことである。ミナミマグロの場合、記述力の高い OM を作ることを目指したため、開

発中にモデルと現実の齟齬が何度か見つかり、その度に修正が加えられた。「滅多に起こら

ないこと」はよく起こるようである。このような修正自体は好ましいことだと思うが、い

つまで続くのかという不安があったことも事実である。このことは MP が実施された後も
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常に資源をモニタリングしておく重要性を示している。 
関連する問題として OM が不確実性を十分に捉えられているのかという懸念があろう。

今回は時間的、人的制約により OM は 1 つのモデルから派生したシナリオのみを対象とし

た。本来なら異なるモデル構造を持つ OM 上でも MP をテストすることが望ましい。とは

いうもの、水産資源の場合、不確実性を定量的に評価することが非常に難しいため、あま

り気にしすぎては不可知論に陥る可能性もある。そこで現実的には今回 CCSBT で行われた

ように、想定した不確実性の範囲を明確にした上で、それ以外のことが起きた場合は、MP
にとらわれず迅速な対応を取るシステムを整備しておくことが、理想的な管理体制であろ

う。特に「何を想定して、何を想定しないか」を明確にしておくことは、利害関係者への

説明においても重要な点である。 
もう一つの課題は金銭的コストである。このプロジェクトに関する会合（科学委員会お

よび作業部会）は 2002 年から 2005 年にかけて計 9 回行われた。プロジェクトの推進には

諮問パネル 4 名のリーダーシップが非常に重要だったが、彼らやプログラマー、会議議長

の招聘および会議の開催などに、約 1 億 5 千万円かかった。これを高いとみるか、安いと

みるかは難しいところだが、加盟国科学者の労力なども加味すると、かなりの手間がかか

ったのは事実である。今回得られた知見や経験は他資源の OM/MP 開発にも生かされるは

ずであり、たとえ CCSBT での MP 開発が振り出しに戻ろうとも全く無駄だったわけでは

ないと思いたい。 
現実の不確実性の大きさを考えると、MP は万能とは言えないかもしれないが、この開発

プロセスを通して得るものは多い。現在、大西洋クロマグロなどでも MP の開発が検討さ

れ始めている。ミナミマグロは生活史の特徴やデータの充実ぶりから管理しやすいマグロ

だと考えられているが、不確実性のさらに大きい他のマグロでも MP の開発が可能なのか

興味が持たれる。たとえ、充実したデータや知見がない場合でも、リスク管理の意味合い

で、OM を用いて思索を巡らす意義はあるだろう。資源を理解する上での重要な要因の抽出

などにもつながり、それらは新たな研究調査への動機ともなるだろう。 
最後に、このプロジェクトは CCSBT 科学委員会および遠洋水産研究所ミナミマグロサブ

グループ全員の貢献によるものであることを記しておきたい。OM の詳細や MP 選択へ向

けた議論の様子などは資源評価グループ（SAG）、科学委員会（SC）や MP 技術会合（MPWS）
のレポートに記載されている。これらは全て公開され、CCSBT の Website からダウンロー

ド可能である。 
 

参照文献 
Butterworth, D.S., Ianelli, J.N., Hilborn, R. (2003) A statistical model for stock 

assessment of southern bluefin tuna with temporal changes in selectivity. African 
Journal of Marine Science 25 (1): 331-361. 
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小型鯨類の管理方法の検討

岡村　寛 (遠洋水産研究所)

1. はじめに

ヒゲクジラ類の管理方式として，国際捕鯨委員会 (IWC)によって開発された改訂管理方式

(Revised Management Procedure；RMP)と呼ばれるものが知られている (IWC, 1999)．この主

な特徴は，シミュレーションモデルによって資源管理の中の様々な不確実性が明確に考慮されると

いうことである (Harwood and Stokes, 2003；Punt and Donovan, 2007)．シミュレーションによ

る管理方式の検討は，次の手順で行われる：1) 管理目的の特定と定量化 (評価指標, パフォーマン

ス統計量)，2) 広い不確実性を考慮することが可能なシミュレーション個体群動態モデルの作成，

3) 候補管理方式の特定，4) シミュレーションデータの適用，5) 評価指標の計算とその図示，6) 管

理方式の選択．RMPはこの方法によって，管理方式の選択を行っており，これは不確実性を適切

に扱う観点で非常に効率の良い方法である．このようなシミュレーションによる不確実性を考慮

した資源管理方式の開発や国際的な資源保護・予防原理の考え方の普及により，米国は海産哺乳

動物保護法のもとで，いわばRMPの簡略版ともいえる Potential Biological Removal（PBR）を

開発し，海産哺乳類の評価・管理を進めている (Wade, 1998; Palka, 2002)．

一方で，わが国の鯨類をはじめとする海産哺乳類の資源管理においては，ベストケースの情報を

利用した捕獲枠の算出が基本であって，不確実性の考慮は十分とは言えなかった (Kasuya, 2007)．

しかし，小型鯨類等の資源管理において，近年上記のPBRを用いた捕獲枠の算定などが徐々に浸

透してきている (e.g. Okamura et al., submitted)．本講演では，PBRの検討に使用した簡単な個

体群動態モデルに基づくシミュレーションデータの生成法を説明するとともに，そのシミュレー

ションデータを用いて新しい管理方式を含むいくつかの捕獲枠決定方式の頑健性を調査すること

により，シミュレーションによる資源管理手法の小型鯨類管理への応用を紹介することを目的と

する．

2. 例データ

毎年捕獲枠を設定する必要がある仮想的な小型鯨類を考える．この小型鯨類は図 1に示すよう

な歴史的な捕獲統計があるとする．
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図 1. シミュレーションで用いた過去の捕獲統計．
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さらに，新しい捕獲枠決定の前年（すなわち，将来予測シミュレーションの 1年前）に個体数

推定値が得られているとする．その個体数推定値は 180,000 (CV = 0.22)とする．将来の捕獲枠

決定に使用できる情報は捕獲枠決定以前の捕獲統計および個体数推定値とそのCV(の時系列)であ

る．ここで用いた例データはOkamura et al. (submitted)で用いたデータを改変したものである．

3. シミュレーションモデル

シミュレーションモデルはOkamura et al. (submitted)で用いたものと基本的に同じものであ

る．個体群動態モデルとして，プロダクションモデル型のものを使用する：

Nt+1 = [Nt + rmaxNt{1 − (Nt/K)z} − Ct] exp(νt)

ここで，Ntは年 tの個体数，rmaxは内的自然増加率，Kは環境収容量，zはプロダクションモデ

ルの形を決めるパラメータで，z = 1のときMSYを与える個体数が NMSY = 0.5K となる通常

のプロダクションモデルとなり，z < 1でMSYを与える個体数がNMSY < 0.5K，z > 1のとき

NMSY > 0.5K となる．Ctは年 tの捕獲頭数. νtはプロセス誤差で，平均 0，分散 σ2
Aの正規分布

に従うとする．

ベースケースシナリオのもとでのシミュレーションは次のように実行される：

1) 上の個体群動態モデルの環境収容量Kは未知であるので，有効な過去の捕獲統計と個体数推定

値を利用してベイズ法を用いてB個の環境収容量Kを生成する（Okamura et al., submitted)．こ

れは IWCのRMPの中で conditioningと呼ばれているデータ同化の方法に対応する (IWC, 1999).

他のパラメータは rmax = 0.04（Wade, 1998)，z = 1，σ2
A = 0と設定する．

2) B 個の環境収容量 K に基づいて，将来 100年間にわたってシミュレーションを行う．シミュ

レーション開始の最初の年に下で与えられる捕獲枠決定方式に従って新たな捕獲枠を決定する．実

際の捕獲頭数 (Ct) は，中央値が捕獲枠で標準偏差 0.1を持つ対数正規分布に従うとして生成する．

3) その後の捕獲枠は 5年ごとに下記捕獲枠決定方式に従って更新されるものとする．捕獲枠決定

の前年に中央値がNtで標準偏差が σoの新しい個体数推定値が得られるとする．

4) 上記 1) − 3)の操作により，B個の 100年間の将来個体数，捕獲数が得られるので，それらを

用いて評価指標を計算する．これは評価指標の事後サンプルである．

上記ベースケースに加えてモデルの設定やデータのバイアスに対する管理方式の頑健性を調べ

るため，表 1に与えられたシナリオ 1 − 5のもとで上記のシミュレーションテストを繰り返す．

表 1. 管理方式の頑健性を調べるためのシミュレーションシナリオ

シナリオ 内容
0 ベースケース：rmax = 0.04, z = 1, σA = 0
1 増加率が半分: rmax = 0.02
2 個体数が 2倍に過大推定
3 捕獲数が半分の過小報告
4 プロセス誤差の存在：σA = 0.05
5 NMSY = 0.45: z = 0.544
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シナリオ 1は内的自然増加率が実際には半分の rmax = 0.02であったとき，シナリオ 2は個体

数推定値が 2倍に過大推定されていたとき，シナリオ 3は捕獲頭数の未報告があり半分しか報告さ

れていなかったとき，シナリオ 4はプロセス誤差が存在するとき，シナリオ 5はNMSY = 0.45K

であったときに対応する．これらのシナリオは，ベースケースに対して資源保護的な観点で問題

がある場合と考えられるものである．

4. 管理方式

比較する管理方式は次の 3つである：

1) DBR = 0.5rmaxNbest (Nbestは個体数推定値の best estimate)

2) PBR = 0.5rmaxNminFR (Nminは個体数推定値信頼区間のある下限値. 0 ≤ FR ≤ 1)

3) BBR = 0.25[rB
maxKB]minFR (NB ≥ MSYL), 0.5[rB

maxNB]minFR (NB < MSYL)

(上付添字Bはベイズ事後サンプルを意味する)

ここで，1)のDBR (Default Biological Removal) は不確実性を考慮せずベストケースに基づ

いて評価する従来の捕獲枠決定方式と考えることができる．2)のPBRは米国で開発された捕獲可

能数の決定方式でNminは個体数推定値の対数正規分布信頼区間の 20%下限である．また，FRは

回復係数と呼ばれ，モデルやデータのバイアス等に頑健なものにするため設定されるもので，通

常 0.5の値が用いられる (Wade, 1998)．PBRは単純でありながら，資源保護の観点で非常に優れ

た指標であることが知られている (Milner-Gulland and Akcakaya, 2001). 最後の 3)の BBRは筆

者が開発しているもので，仮にBayesian Biological Removalと名付ける．これは，プロダクショ

ンモデル型の個体群動態モデルを用いたベイズ法により，増加率 rmax，環境収容量K，個体数N

を推定し，それによって捕獲可能数（予測現存個体数がMSYレベル (MSYL) 以上のときMSY，

予測現存個体数がMSYLより小さいときはPBR型の捕獲数) を計算する．その際，ベイズ推定を

高速化するため，積分計算にグリッド近似を使用する (Walters and Ludwig, 1994)．捕獲枠の算

出では，不確実性を考慮するため，ベイズ推定から得られる捕獲可能数の事後確率分布の下限値を

用いる．この下限値は PBRと同様に，FR = 1としたとき，ベースケースシナリオのシミュレー

ションテストで最適（たとえば，個体数が 100年後にMSYLを下回る確率がおおよそ 5%以下) で

あると考えられたパーセント点とする．FRはバイアスを仮定したシナリオのシミュレーションテ

ストに対して，特に資源保護観点の管理目標を満足するものとして決定される．こうした手続き

は PBRで採用された方法と同じものである (Wade, 1998). BBRは，PBRが時系列情報のすべ

てを使用しないのに比較して，有効な情報を積極的に活用するものと考えられる．

5. 評価指標

管理目標はあらかじめ管理者 (manager) によって決定されるべきものである．しかし，小型鯨

類の管理では，現在のところ明示された管理目標は有効ではない．そこで，ここでは仮に，IWC

のRMPで規定されたものと同様に次の 3つを管理目標とする (Cooke, 1994):

1) 個体群の保全（個体群の絶滅確率を不当に大きくしない）
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2) 捕獲の最大化（可能な範囲で最大の捕獲を実現する）

3) 捕獲の安定性（毎年の捕獲数が大きく上下しない）

これらの管理目標を定量化するため本講演では，次の 3つの評価指標を用いた：

1) 100年後の個体数がMSYLを下回る確率 (Pr(D100 < MSYL))

2) 100年間の平均捕獲数 (AAC)

3) 100年間の連続する捕獲数の変動係数の平均 (ACV): (1/99)
∑99

i=1

√
2|Ci+1 − Ci|/(Ci+1 + Ci)

評価指標の番号はそれぞれ管理目標の番号と対応している．2)と 3)の指標は確率分布の形で

与えられるが，ここでは簡単のため中央値だけを考える．

6. 結果と議論

シミュレーションを実行することにより，それぞれの管理方式によって得られた評価指標の値

を表 2に示す．2つの将来の観測誤差（σo = 0.2，σo = 0.8)に対してシミュレーションを行った．

この結果はシミュレーション回数B = 100のものである．PBRに対しては，Wade (1998)の結果

に従って，Nminに使用するパーセント点を 20%点，FR = 0.5を用いる．BBRに対しては，この

シミュレーション結果に基づき，パーセント点を 20%点，FR = 0.6を採用した．

表 2. シミュレーションテストによる評価指標．Pr(D100 < MSYL)は 100年後の個体数がMSYL

の個体数を下回る確率，AACは 100年間の平均捕獲数，ACVは連続する捕獲数の変動係数の平

均．DBR，PBR，BBRは管理方式（本文参照）．SC0, ..., SC5はシナリオを示す．

σo = 0.2 Pr(D100 < MSYL) AAC ACV σo = 0.8 Pr(D100 < MSYL) AAC ACV
DBR DBR
SC0 0.66 3488 0.099 SC0 0.92 3939 0.174
SC1 1.00 2633 0.100 SC1 1.00 2735 0.173
SC2 1.00 2263 0.101 SC2 1.00 1756 0.196
SC3 1.00 2241 0.103 SC3 1.00 1799 0.193
SC4 0.62 3426 0.103 SC4 0.93 3515 0.179
SC5 1.00 2975 0.098 SC5 1.00 3147 0.173

PBR PBR
SC0 0.00 2117 0.099 SC0 0.02 1889 0.169
SC1 0.06 1671 0.101 SC1 0.13 1596 0.178
SC2 0.06 2036 0.099 SC2 0.20 1919 0.174
SC3 0.07 2093 0.098 SC3 0.13 1930 0.171
SC4 0.00 2017 0.170 SC4 0.00 1973 0.240
SC5 0.05 2067 0.102 SC5 0.05 1848 0.171

BBR BBR
SC0 0.00 1838 0.088 SC0 0.00 1533 0.086
SC1 0.00 1062 0.094 SC1 0.01 1207 0.086
SC2 0.06 1975 0.087 SC2 0.01 1557 0.085
SC3 0.02 1839 0.087 SC3 0.00 1597 0.085
SC4 0.02 1421 0.091 SC4 0.02 1345 0.086
SC5 0.00 1223 0.092 SC5 0.00 1328 0.089
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従来の不確実性を十分に考慮しない管理方式 (DBR)は，最大の平均捕獲頭数を実現すること

が可能であるが，資源保護に関係する評価指標である 100年後の個体数がMSYLを下回る確率は

いずれのシナリオに対しても大きく，資源保護の観点からは受け入れがたいものとなっている．観

測誤差が大きい (σo = 0.8)とき，他の管理方式に比較して捕獲数の安定性でも劣っている．また，

表からは明らかではないが，シナリオによっては，捕獲数がどんどん減少し，最後の 10年間の平

均捕獲数はかなり小さくなる．

PBRは観測誤差が小さい (σo = 0.2)とき，資源保護の観点で満足いくパフォーマンスを示し

た．平均捕獲数はシナリオに関して平均すると，DBRに対して 30%程度低いものになっている．

捕獲数の安定性は，DBRとおおむね似たものになっている．一方で，観測誤差が大きいとき，PBR

はシナリオ 1 − 3に対して，資源保護の観点で若干大きなリスクをもたらす．このリスクを 5%以

下に抑えるためには FR = 0.4にする必要がある．また，DBRと同様に，捕獲数の安定性はかな

り悪化している．これは，観測誤差が大きいので極端な個体数推定値が得られやすいが，PBRは

そうした値に強く依存して捕獲枠を決めるためだと考えられる．

BBRは観測誤差の大小に関係なく，資源保護の観点で満足いくパフォーマンスを与えた．平

均捕獲数はシナリオに関して平均すると，PBRに対して 20%程度低いものになっている (しかし，

観測誤差が大きいとき，FR = 0.4の PBRと比較するとほぼ同程度の平均捕獲数を与える)．PBR

もBBRも基本的には観測誤差が大きいときは観測誤差が小さいときに比して小さな捕獲数となっ

ているが，これらの捕獲枠決定方式が観測誤差による不確実性を考慮しているためである．一方

で，DBRは観測誤差の大小で変わらない捕獲数を与え，結果として観測誤差が大きいとき資源保

護の観点でのリスクを増大させている．BBRに関して特筆すべきは，観測誤差が大きい (σo = 0.8)

ときの捕獲数の安定性で，観測誤差が小さい (σo = 0.2)ときとほぼ同じような評価指標を与えて

いる．これは，ベイズ法により有効な個体数推定値のすべてを使用するので，PBRに比して極端

な個体数推定値の影響を強く受けないためであろう．

資源保護の観点からは，PBR，BBRのいずれも高いパフォーマンスを示し，資源保護の評価

指標で一定のパフォーマンスを達成するという条件のもとでは，捕獲数の観点でPBRが優れてい

る．しかし，将来の調査の精度の悪化はPBRによる捕獲数の大きな変動を与え，その点ではBBR

が最も優れた管理方式であることが分かった．特に，観測誤差が大きい資源の管理に対して，BBR

の使用はきわめて有効であると考えられる．BBRの平均捕獲数が低いのは，最初の情報がない時

代に捕獲枠を低く抑え，情報の集積とともに徐々に捕獲枠を上げていくためであると考えられる．

従って，シミュレーションの最後の 10年間の平均捕獲数を比較すると，対応する PBRの平均捕

獲数とそれほど大きな差はなくなる．新しい管理方式導入時の捕獲枠の急激な減少を避けるため，

捕獲枠を徐々に変化させたり，PBRと BBRの 2つの方法の併用といった方法が有効かもしれな

い．BBRはまだ新しい方法であるので，シミュレーションによる更なるパフォーマンス調査が必

要である．

7. おわりに

不確実性の明確な認識は，水産資源の持続的管理の重要な要素である．小型鯨類の管理では，

シミュレーションテストによる不確実性の考慮とそれに基づく捕獲枠の決定が徐々に取り込まれて

きている (Okamura et al., submitted)．本稿の研究は，小型鯨類の管理を想定して進められてい
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るものであるが，基本的な考え方や枠組みは広く他の漁業資源にも適用可能なものである．このよ

うな管理方式の策定と実行は，(統計的)不確実性の考慮以外にも副次的な利点をもたらす．たとえ

ば，Punt and Donovan (2007)は，プロセスの明確化と透明性，科学的評価への政治的介入の回

避，手続きの簡素化などを付随するメリットとしてあげている．しかし，もちろんシミュレーショ

ンによる管理方式の導入によってすべてが解決されるわけではない．不確実性は，プロセス誤差，

観測誤差，モデル構造の誤り，不十分な実行性などから生じる（Francis and Shotton，1997）．本

稿では，管理方式実施の不確実性については明確に考慮しなかったが，実効性のない管理方式は

いくらコンピュータ上で優れていたとしても意味がないであろう．しっかりした目的意識をもった

管理基盤の設立，漁業者の理解や監視制度など，取り組むべき課題は多いが，漁業資源の持続的

な管理の実現に向けて総合的な取り組みが必要である．
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スルメイカ秋季発生系群の ABC 算定規則の検討 
櫻田玲子（東大海洋研） 

 
 
Ⅰ.はじめに 
スルメイカ（Todarodes pacificus）は，平成 17 年の漁業・養殖業生産統計年報（概数）お

よび，平成 17 年漁業生産額によると，全漁獲量の 4.8%，生産額では 5.4%を占めており，

日本の重要な水産資源の一つである．このように漁獲量が多く産業上重要な魚種であるこ

と，また，韓国等の外国漁船の入漁があることから（片岡, 2005），本魚種は，1998 年（平

成 10 年）より TAC（Total Allowable Catch; 漁獲可能量）による漁獲規制の対象種となっ

た．TAC 対象種として，資源評価および漁獲可能量の算定が求められている． 
TAC とは別に，生物が本来持っている再生産力を考慮した生物学的にみて妥当な漁獲量

の上限のことを生物学的許容漁獲量（ABC; Allowabe Biological Catch）という．TAC は，

この ABC に経済，社会的要素を考慮して決められるものである．ABC は，ABC 算定のた

めの基本規則（以下 ABC 算定規則）によって決定されている(資源評価・ABC 算定基準作

業部会, 2006)． 
一般に，資源評価は，使用するデータや推定値の誤差などの不確実性を伴い，将来の資

源変動の予測は困難である．適切な管理を行うためには，これらを十分に考慮する必要が

ある(Cooke, 1999; Butterworth, 2007)．しかし，現行の算定規則に従って適切な管理が可

能であるか必ずしも明らかではない(平松, 2004a)．そこで，本研究では，資源評価に伴う

不確実性を考慮に入れた上で，現在用いられている算定規則を評価すると共に，より頑健

な算定規則を模索，検討することを目的とする． 
 
 
Ⅱ．方法 
不確実性に対して頑健な管理方法を開発する方法として近年オペレーティングモデル

（Operating Model; 以下 OM））を用いた研究が注目されている（平松, 2004b; 谷津, 2005; 
山川, 2005）．  
 中村(2006)は，OM を用いたシミュレーションにより，スルメイカ秋季発生系群の管理方

法を検討し，資源量推定値の誤差と管理の時間遅れを考慮すると現在の ABC 算定方法では

乱獲に導く可能性が高いことを示した．さらに中村は現在用いられている漁獲係数 Fmsy
を 7 割程度に抑えるとより安全になることを示した．また，レジームシフトが生じる場合

は，管理の時間遅れを短縮することが有効であることを示した． 
 本研究では，中村の研究をさらに発展させて，より現実に即した不確実性を考慮可能な

OM を作成し，現在用いられている算定規則を評価すると共に，より頑健な算定規則を模索，

検討する．  
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Ⅱ.1 現行の ABC 算定方法 
ABC は，その上限値である ABClimit と目標値である ABCtarget の二つの値が出されて

いるが、実際のスルメイカの TAC は主として ABClimit に準拠した値で決められている．

このため本稿では ABC とは，ABClimit のことを指すことにする． 
スルメイカで用いられている ABC算定規則は，漁獲係数Fmsyに基づく漁獲方策である．

資源が十分にあるときは，Fmsy から ABC を算出し，資源がある閾値（Blimit=0.5Bmsy）
以下に減少したら，それに応じて漁獲係数を減少させて ABC を算出する（図 1）（木所

ら,2006）．ここでは，これを現行の算定規則と呼ぶ（注：2006 年以降は，Blimit＝Bmsy
が採用されている（木所ら, 2007）．）． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 図 1. 漁獲制御の概念図 

（（資源評価・ABC 算定基準作業部会, 2007，木所ら, 2006） をもとに作成）  
 
ABC 算定に使用するデータは，漁獲量と漁期前調査で得られる資源量指数（I）である．

また，パラメータは資源量指数から資源量（N）を推定する際に用いる比例係数（q）と自

然死亡係数（M）の 2 つを用いる．これらのデータ，およびパラメータから，資源尾数，再

生産関係，Fmsy を推定し，ABC を算定する． 
なお，現行の算定方法では，翌年の ABC の算定に，昨年までの漁獲量データと本年まで

の資源量指数データを用いるため、管理の時間遅れが生じている． 
 
Ⅱ.2 オペレーティングモデルの構造 
 現行の資源評価を参考にスルメイカ秋季発生系群の資源動態を表す OM を作成した．ス

ルメイカは他の多くのイカ類と同様に一年で成長・死亡する単年性の資源である．再生産

関係は Beverton-Holt 型を仮定し，加入した個体は，漁獲による死亡，および自然死亡に

よって減少した後，再び産卵親魚になるものとした．また，漁期前調査で得られる資源量

指数（I）と資源量（N）は比例関係（ N = q I ）であると仮定した． 
 不確実性として，資源評価の際に最も影響が大きいと思われる（Cooke, 1999）資源量指

数の観測誤差，および，加入変動を考慮し，これらの大きさは，再生産モデルからのズレ

をそれぞれ２分したものとした（図 2）．これらの誤差を考慮した場合，OM で用いる式は
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以下のようになる． 
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を表すパラメータ，

I：観測誤差の大きさを表すパラメータ，ε , η：標準正規乱数，t：年 

Ⅱ

係にあり，実際の漁業に適用する際には関係者間の議論と同意を要すると

考

ある確率，産卵親魚尾数（S）が Smsy の

1%

期であった 1980 年代の平均資源量を

回る確率，C）平均漁獲量についても確認した． 

健性の検討 

図 2. 再生産モデルと誤差 
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N：資源尾数，S：産卵親魚尾数，α , β：Beverton-Holt のパラメータ，M：自然死亡係数， 
C：漁獲尾数，I：資源量指数，q：資源量推定係数，σR：加入尾数の変動

σ

 
 

.3 管理目標と指標 
算定規則が妥当なものか否かを判断する材料として，また，改良した規則と比較するた

めに，管理目標を設定し，その達成度を評価する必要がある．本研究では，管理目標を 1）
漁獲量の最大化，２）資源量の維持，3）管理失敗の回避とした．これらの目標は，通常ト

レードオフの関

えられる． 
これらの指標を 1）平均漁獲量／MSY，２）資源量/Bmsy，3）ABC＞漁期前資源量の確

率をとした．管理失敗の定義は一概にいえないため，上記の指標 3）に加え，資源尾数（N）

が過去最低資源尾数を１年でも下回る確率， 2 年，3 年連続で下回る確率， 資源尾数（N）

が過去最低資源尾数を下回るのが 1%，5%以上で

，5％以下になる確率についても検討した． 
これらに加え，スルメイカ資源評価票で用いられている評価，A）10 年後の資源量が

Blimit を上回る確率，B）10 年後の資源量が低水準

下

 
 
Ⅲ．現行の規則および改良案の頑

Ⅲ.1 観測誤差，加入変動の影響 
 中村（2006）は，不確実性として，観測誤差および加入変動を含んだ OM を作成し（上
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記Ⅱ.2 参照），現行の規則を評価した．また，改良案として，資源量の管理の閾値（Blimit）
を

したシミュレーシ

，現行の規則の評価および改良案の探求をした． 

良案の条件に加え，現在，生じている管理の

間遅れを短縮する必要性が示唆された． 

Ⅲ

係数（q）がある．ここでは，これらの二つのパラメータのバイアスの影響を評

価

レーションを行った．

と中村（2006）の改良案の結果を比較して評価した． 
＜結

に，資源量推定値が 2 割過大だった場合，管理失敗確率は，

0.

増加する．改良案では，従来の

ものよりも頑健であるが，さらなる検討が必要である． 

引き上げ，さらに漁獲係数（Flimit）を Fmsy から減少させ，現行規則と比較・検討した． 
また，スルメイカは中長期的な海洋環境の変化で資源が増減するといわれている

（Sakurai et al., 2000）．現在はスルメイカにとって好適な環境であると考えられているが，

シミュレーションの途中で不適な環境へ変化するレジームシフトを想定

ョンも行い

＜結果＞ 
 考慮した不確実性の下では，現行の規則は乱獲に陥る可能性が高いことが示された．改

良案として，資源量の管理の閾値（Blimit）を Bmsy まで引き上げ，漁獲係数（Flimit）を

Fmsy の 7 割に削減すると現行の規則に比べ頑健であることが示された．多くの魚種で，安

全率（Fmsy にかかる削減係数）を 0.8 にしているようであるが，0.7 まで削減すると 0.8
を用いたときと漁獲量がほぼ変わらず，管理失敗は減少することが確認された．また，レ

ジームシフトを仮定した場合では，上記の改

時

 
.2 パラメータのバイアスの考慮 
上記の不確実性に加え，この他に考慮すべき不確実性として，パラメータのバイアスが

ある．スルメイカの ABC 算定では，パラメータとして，自然死亡係数（M）と資源量の推

定に用いる

した． 
算定規則では，現在（平成 18 年度資源評価票に基づく）用いられているパラメータの値

をそのまま使用し，オペレーティングモデルの M とｑの値を変化させた．つまり，実際の

スルメイカの資源動態のパラメータと我々がABC算定で使用しているパラメータの値は異

なっているのに，我々はそれに気付いていないという想定でシミュ

従来の規則

果＞ 
これらの不確実性の存在により，各管理目標の達成度が大きく変化した．たとえば，

OM 内の自然死亡係数が，資源評価をする際に想定した値よりも 2 割過小であると，管

理失敗確率は，現行の規則の場合，64.1%から 78.9%に増大した．また，資源量推定値で

は，想定した値よりも2割過大であると管理失敗の割合は，64.1%から98.1%に増大した．

漁獲係数 Fmsy を 7 割に抑えた改良案では，自然死亡係数が 2 割過小だった場合，管理

失敗確率は，0.4%から 0.7%
4%から 15%になった．  
現在の ABC 算定方法では，q の推定に M も使われるため両者は連動している．すなわ

ち，M の過大評価が q の過大評価を導き管理失敗確率が

 

- 23 -



0

20

40

60

80

100

120

0 5 10 15 20 25 30 35

産卵親魚尾数

資
源

尾
数

Beverton-Holt

観測値

linear

Ricker

Hockey-stick

Barrowman  

, 2000; Glazer and Butterworth, 2006）モデルで検討した（図 3）． 

 

7 割に抑える改良案では，再生産モデルに関わらず，頑健であることが

確認できた． 
 

Ⅳ

OM を現実に近づける

獲直前の資源量×(70%～95%)を漁獲量の上限とした． 
＜結

た．

しかし，漁獲の上限の設定については，漁業の実態に即した設定が必要である．  

以下で変化するように変動幅を設

は，その変動幅を 2 割，5 割で検討した． 

図 3. 再生産モデルの検討 

Ⅲ.3 再生産関係の不確実性の考慮 
 これまで，OM 内の再生産モデルも現行の算定規則に基づいた Beverton-Holt 型を使用

していた．しかし，算定規則で用いられている再生産モデルは，簡易的なものであり，現

実の再生産関係がこのモデルに則さないことも考え得る．そこで，現実の再生産関係が想

定していたモデルと異なっていると仮定の下で，Ricker，linear，hockey-stick（
and Myers

＜結果＞ 
 これまでと異なったモデルの下でも現行の規則は乱獲に陥る可能性があることが分か

り，漁獲係数を

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

．OM における漁業の挙動の改良 
中村（2006）は，算定された漁獲量（ABC）が OM 内で全て漁獲可能であると仮定して

いるが，資源を一尾残らず全て漁獲するのは現実的でない．そこで，

ために，漁

果＞ 
上限の設定により，親魚の生残率が向上し，管理失敗は減少した．しかし，レジーム

シフト発生の仮定を加えた場合，その生き残りだけでは，再生産に不十分であり，漁獲

係数を 7 割に抑え，さらに，管理の時間遅れを短縮する必要があることが示唆され

 
 
Ⅴ． 算定規則の改良（ABC の変動幅制御） 
 実際の資源管理の現場では，漁獲尾数（ABC）が毎年大幅に変化しないことが望まれる．

そこで，算出する ABC が，前年の ABC から一定の割合

けた．ここで
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 ＜結果＞ 
 自明のことではあるが，変動幅を小さくするほど漁獲尾数，資源尾数は減少，管理失

敗確率は増大した．しかし，改良案の場合，変動幅が前年の ABC の 2 割であっても目標

値の変動は小さく，実際の管理でも漁獲圧を Fmsy の７

 

割程度に抑えておけば，管理目

標の達成度は高いままで維持できることが示唆された． 

Ⅵ

ンの結果では 7 割程度で良い

と

した規則，同時に，期中改訂の有効性についても検討し，より良い規則を提

言

われている．今後，環境要因

も含めた OM や算定規則を考えていく必要があるだろう．  

Bar rves:the 

But ch? Some positives and 

Coo tion 

 
 

．考察 
現在スルメイカ秋季発生系群の ABC 算定で用いられている管理方法は，さまざまな不確

実性を考慮すると，管理目標の達成度は低い，つまり，漁獲尾数も少なく，また，管理失

敗確率も高いことが示された．改良案は，これまで考慮したさまざまな不確実性のもとで

は，いずれの指標でも目標達成度が高かった．したがって，不確実性を考慮した予防原則

からも経済的側面からも漁獲係数を Fmsy以下に減少させて ABCを算定することが望まれ

る．これは，TAC を ABClimit ではなく，ABCtarget に準拠した値にすべきだという根拠

を与えている．漁獲係数の減少幅はこれまでのシュレーショ

思われるが，さらなる検討と関係者間の議論を要する． 
今後の課題として，現行の算定規則及び改良案の管理失敗の追及がある．それらを踏ま

え，さらに，不確実性により頑健で，漁獲量も高い，よりよい規則を探索･検討したい．レ

ジームシフトが近い将来起こるのではとの憶測もあるようである．今回は深く追求できな

かったが，レジームシフト対応のためにも，現在の ABC 算定の問題の一つである管理の時

間遅れを解消

したい． 
また，スルメイカは実際のところ系群構造については明らかにされていないが，資源管

理をする上で，本研究対象系群の他に，冬季発生系群がある．漁獲をする際には，区別は

ない．冬季発生系群も含めた総合的な管理方法についても考えていく必要がある．また，

現在のスルメイカ秋季発生系群の ABC 算定には環境要因は含まれていないが，さまざまな

知見からスルメイカが環境（特に水温）に依存していると言
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マサバ太平洋系群の資源評価と管理方策の検討 

渡邊 千夏子（中央水研） 

現在はマサバ資源回復の好機であるとの認識のもと、資源回復

ン

、資源評価の過程で生じる誤差の影響、とくに選択率の変動の影響

ついて報告する。 

（  

。Blimit は SSB45 万トンとし、Flimit は失敗例をみるため高い値（0.8）に設定した。 

３．評

１．はじめに 

 マサバ太平洋系群は我が国の重要な水産資源のひとつであり、ＴＡＣによる管理の対象

となっている。資源量は 1970 年代末をピークに減少の一途をたどり、1989～1991 年に最

低水準に落ち込んだが、その後 1992 年、1996 年、2004 年に少ない親魚量から卓越年級群

が発生していることから、

計画も実行されている。 
 このようにマサバ太平洋系群は管理対象種として注目されているが、その資源評価は不

安定で精度が低く批判が強い。資源量推定の不確実性の要因としては、卓越年級群の発生

に代表される加入量変動の大きさ、データの精度もあるが、資源評価手法そのものの問題

も重要な要因である。マサバ太平洋系群の資源評価にはチューニング VPA を用い、資源評

価結果を踏まえて、ABC 算定ルールに基づき管理基準を定め ABC を算出している。マサ

バ太平洋系群に限らず資源評価手法や管理基準の値は、問題点や精度をシミュレーショ

で十分に検討しておく必要があるが(平松 2004)、その取り組みは十分とはいえない。 
 オペレーティング・モデルは MP（Management procedure）開発のためのツールとして

利用するのが本来の目的であるが、本講演ではマサバ太平洋系群の資源評価における問題

点を明らかにするため

に

 

２．オペレーティング・モデルの構造 

 マサバ太平洋系群を想定した年齢構成をもつ仮想現実資源をコンピュータ上に構築した。

1995 年～2000 年の 5 年間の推定資源尾数、漁獲努力量、漁獲尾数を初期値とし、コホー

ト計算の前方計算で資源尾数を発生させた。加入尾数は Yatsu et al.（2005）に基づき、水

温の影響と自己相関を考慮した拡張リッカーモデルにより、親魚量（以後 SSB）から発生

させた（須田ら 2003）。年々の年齢別体重と成熟割合は Watanabe and Yatsu
2003）,Watanabe and Yatsu(2006)に従い、加入量水準に応じて変化させた（渡邊ら 2004）。
コンピュータに構築した仮想現実の資源から年齢別漁獲尾数が発生し、コンピュータ上

の「評価者」は、年齢別漁獲尾数を「観測」し、チューニング VPA により「資源評価」を

行う。現実の VPA では複数の指標値をチューニングに用いるが、モデルでは簡単のために

仮想資源の SSB の値に対数正規分布にしたがう誤差項を掛けた値をチューニング指数とし

た。「評価者」は評価された資源尾数に従って将来の資源尾数を「予測」し ABC を算定す

る

 

価の過程で生じる誤差の影響 

資源評価の過程で生じる誤差として、1)年齢別漁獲尾数の推定誤差、2)VPA のチュー

ニングに用いる資源量指標値の誤差、3)ABC 算定のための将来予測における加入量指標値
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の誤差、4)ABC の実行時の誤差、5)資源量推定における自然死亡係数（M）の誤差、を想

定した。渡邊・須田（2006）はそれぞれの誤差について、誤差の程度を変化させて資源評

価と管理効果への影響をみた。その結果、１）資源量指標値と年齢組成の誤差の影響は資

源評価結果に直結するため影響が大きいこと、２）年齢組成の誤差の影響は、組成の小さ

い年齢（高齢魚など）の誤差を相対的に高く設定するとさらに大きくなること、３）将来

予測における加入量指標値の誤差の影響は小さいこと、４）自然死亡係数は真の値より小

さい値を仮定して資源評価を行った場合、将来の資源量が過大に予測され失敗が多くなる

こ

しておらず、実際

のデータから検証しモデルにとりこむことが課題として残っている。 

４

く変化

しており（図１）、これが資源評価を困難にしている原因のひとつとなっている。 

と、５）ABC の実行誤差の影響は資源量指標値などに比べて小さいことを明らかにした。 
シミュレーションでは、算定された ABC が真の資源量を上回った場合を「管理の失敗」

と定義した。したがって多くの場合、資源量を真の値より過大に評価し、過剰な ABC が設

定されてしまったときに管理が失敗していた。失敗を避けるには過剰な ABC が算出されな

いようにすることが重要であり、全体の F を下げること、若齢魚への選択率を下げること

が有効と考えられた。しかし「管理の失敗」の定義によって管理効果の評価も対応策も変

わることから、なにをもって失敗とするかは十分に検討する必要がある。渡邊・須田（2006）
では、現実の誤差の大きさや、どのような分布をとるかについては検討

 
．選択率の変化の影響 

渡邊・須田（2006）では考慮しなかったが、選択率の推定誤差も資源評価に大きな影響

を与えることが指摘されている（平松 2007）。マサバ太平洋系群の選択率は毎年大き
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図 1. マサバ太平洋系群の選択率の変化。A)：0 歳および 1 歳にかかる選択率、B)：3 歳および４歳にか

る選択率。A)では 1992 年を境に選択率が高くなっている。 

 

か

0 歳と 1 歳にかかる選択率は 1993 年以降に高くなり、かつ年々の変動幅が大きくなった

（図１A）。変化は明瞭であり、漁獲対象年齢が 1992 年を境に若齢にシフトしたと考えられ

る。3 歳および 4 歳の選択率は 0、1 歳のような傾向をもった変化はみられないが、年々の

変動は大きい（図１B）。このように選択率が年々大きく変化する場合、また傾向をもって
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変化した場合、現行のチューニング VPA はどのような推定をするだろうか。現行のチュー

ニング VPA では、最初に過去 5 年間の平均 F を VPA の最近年の F として与えてチューニ

ングをしない資源量と F を計算する。計算された F から直近年の選択率を計算してこれを

チューニング VPA の最近年の選択率とする。したがって推定される選択率は、真の選択率

の移動平均をとったような値となり、選択率の変動が十分把握されないことが予想される。 
 

率に固定した場合についても計算

し

幅が大きくなるために、資源量推定値と ABC の算定値

が

上）、この間は資源量を過小に評価するため失敗

の割合は高くならなかった（図３右下）。 
 

魚への選択率を低くするなど、誤差を見

込んだ安全性の高い管理方策をとる必要がある。 
 

選択率の変動の影響を検討するため、過去に観測された選択率をランダムに抽出した

値を年々の選択率として仮想資源に与えた。選択率をサンプリングする期間は、Case-1：
1992 年以前、Case-2：1993 年以降、Case-3：1970～2006 年全期間の３つを設定した。比

較のため、選択率をそれぞれの期間に対応した平均選択

た。資源量指標値などその他の誤差はないとした。 
Case-1 では失敗の割合は低く、ABC の変動は大きくなるが（図 2A,B）、達成される SSB

や ABC の水準は選択率を固定した場合とあまり変わらなかった（図 2C,D）。Case-2 では

失敗の割合とABCの年変動が選択率を固定した場合に比べ著しく高くなり、30年後のSSB
と、30 年間の平均漁獲量は少なくなった。Case-3 は ABC の年変動が大きくなった。これ

は Case-3 では年々の選択率の変動

不安定になったと考えられた。 
選択率が傾向的に変化した場合についても検討した。Case-4 は管理開始から最初の 10

年間は Case-1、残りの期間（20 年間）は、Case-2 から抽出した選択率を与えた。Case-5
は逆に管理開始後 10 年は Case-2、その後 20 年間を Case-1 とした。Case-4 では選択率の

変化を資源評価の段階で推定できない期間があり（図 3 左上）、この間若齢魚の選択率は過

小評価され、失敗の割合が急増した（図３左下）。Case-5 では選択率が変化する時期に若齢

魚の選択率が過大に評価されるが（図３右

以上の結果から、現行の手法では選択率の変動が把握できず、精度の高い資源量の指

標値が得られても資源評価の精度は低くなること、傾向的な選択率の変化を把握するまで

時間がかかり、この間選択率は誤って推定され、特に若齢魚の選択率を過小評価した場合

には失敗の危険性が高くなることが示唆された。実際の資源評価では選択率以外にも様々

な誤差が含まれ、これをすべて解消することは不可能であろう。これらの誤差に対し安全

に管理を行うためには、全体の F を下げる、若齢
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図 2. 選択率の変動を取り入れたシミュレーション結果。A)失敗の割合：1000 回の試行中、ABC が資

源量を上回って試行が停止した回数の割合。B)ABC の年変動の大きさ（Punt 1997）、C)30 年後に達成さ

れる SSB、D)30 年間の平均 ABC。白棒は年々の選択率として Case１～3 の選択率からランダムに抽出し

た値を与えた場合。黒棒は年々の選択率をそれぞれの期間における平均値に固定した場合。Case-1：1970

～1992 年、Case-2：1993～2006 年、Case-3：1970～2006 年。 
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図３. 選択率を傾向的に変化させたときの影響。上段：0歳にかかる真の選択率と推定選択率の変化、下

段：真の資源量、推定資源量、および失敗の割合の変化。X軸は管理開始からの年数を示す。 
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管理規則の事前合意 

勝川俊雄（東大海洋研） 
１．はじめに 

 日本の TAC 制度では、生物学的許容漁獲量(ABC)を上回る漁獲枠が慢性的に設定されて

いる。TAC 制度によって、漁業者の乱獲の権利を保証しているような状況である。日本の

水産政策には漁業者に好きなだけ魚を獲らせるという大前提があり、それに反する資源評

価は「社会経済的な」配慮から無視されてきた。漁業者の希望に沿った資源評価結果を要

求されるような本末転倒な場合すらある。 
 科学的なアセスメントが無視されている背景には、研究者の社会的地位の低さがある。

研究者自身も社会的な責任を避けるために強く助言をしてこなかった。また、現在の ABC
の決定プロセスは場当たり的、泥縄な側面があり、資源の減少に歯止めをかけられない一

因となっている。 
 
２．事後的な合意形成では資源の枯渇を防げない 

資源が減り始めてしばらくは、「まだ獲れているから大丈夫」ということで、漁獲圧が維

持される。漁獲量の削減が真剣に議論されるのは、誰の目から見ても資源の枯渇が明らか

になってからである。この時点になると、漁業経営には全く余裕が無くなっており、漁獲

圧の削減は出来ない相談であろう。資源が減れば減るほど、漁獲率を上げるようなプレッ

シャーが強まり、TAC は ABC から乖離していく。 
 研究者も漁業の現実に迎合して、ABC を増やしてしまう。いくつかの重要資源では、資

源の減少と歩調を合わせて管理目標が下方修正されている。管理目標を下方修正すれば、

当面の ABC を水増しできる。その年の合意形成はやりやすくなるかもしれないが、どこま

でもズルズルと資源を減らしてしまうだろう。資源状態が悪化すればするほど、高い漁獲

率を許すのは、資源管理ではない。 
資源が減ってから慌てて対応を協議しても、ＡＢＣを巡る議論は迷走し、資源評価は一

貫性を失い、科学者のアドバイスは信用を失っていく。これでは資源を守るべき時に何も

できない。資源が減る前に「どこまで資源が減ったらどうするか」を事前合意しておくべ

きである。「ＡＢＣ算定のための基本規則」には、漁獲制御ルールによる ABC の決定方法

がデフォルトとして記述されているのだが、実際のＡＢＣの運用はすべて泥縄スタイルで

ある。ＡＢＣが現実的な意味を持つためには、現在の泥縄スタイルを事前合意スタイルに

変更していかなくてはならない。 
 
３．事前合意の枠組みについて 

事前合意のための漁獲制御ルールを選ぶ手法としては、多くの不確実性を導入したモデ

ル・シミュレーションが一般的である。たとえば、Katukawa(2004)は、シミュレーション

に基づき最適な制御ルールを選択する手法を提案した。これらの試みは枠組みとしては妥

当だが、最適化によって得られた漁獲制御関数が、現在の日本で社会的な信用を得られる
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かは疑問である。 
資源評価に実効性を持たせるためには、出来るだけシンプルなルールが望ましい。また、

漁獲制御ルールは、漁獲死亡係数（Ｆ）よりも、漁獲量で示した方がわかりがよいだろう。例

えば、「Blimit（漁獲にブレーキをかけ始める資源水準）まで減ったら、過去１０年の加入の元で

資源を減らさない漁獲量にする。Bban（漁獲を停止すべき資源水準）まで減ったら、自動的に

ABC=０を勧告する。」というようなルールが良いだろう。 

 
このルールを資源が Blimit 以上にあるときに周知しておき、資源量推定値が Blimit を下回っ

たら、即座にルールに従い ABC を減らすべきである。資源評価に不確実性は存在するが、

過小推定の可能性ばかりでなく、過大推定の危険性もある。資源評価の不確実性を理由に

先延ばしは許されない。Blimit や Bban を科学的見地から一意的に決めることは技術的に困難で

ある。しかし、資源が減らしすぎると増加能力が失われて、元の水準になかなか回復しない事例

が多数知られている以上、何らかの閾値を設定すべきである。 
 
４．おわりに 

現在、ABC は非常に軽視されているが、その責任の一端は研究者サイドにもある。資源

が枯渇してから厳しい ABC を出しても、無視されるのが関の山である。資源にも、漁業者

にも余力があるうちに、毅然とした態度で警鐘を鳴らすべきである。もちろん、漁業者も

行政も良い顔はしないだろうが、我々研究者は漁業者・行政のみならず、国民全体に対し

て責任を負っていることを忘れてはならない。資源評価の精度を高めていくのは重要な課

題であるが、問題の本質はそこではない。そもそも 100%の精度はありえないのだが、現状

では 100%の精度であっても ABC は無視されるだろう。逆に、現在の資源評価の精度であ

っても、工夫次第で水産資源の持続的利用は十分に可能である。 
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